
 
 
 
 
 
 
 
※ＤＣとは Defined Contribution の略＝確定拠出年金のことです。       平成１７年 １２月 ２９日 

 

 

 

 

 
 

 

Ｑ３非課税枠の引き上げは制度普及ために必要か 
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先週お届けした確定拠出年金連絡会議資料「確

定拠出年金の制度改正に関する企業担当者の

意識調査」の報告に関しまして、今回はその設問

と回答内容についてお知らせします。 
やや思う
34.73%

そう思う
48.35%

14.91%

 １確定拠出年金制度導入時の問題点、検討項目 
 

確定拠出年金 従業員の本人 確定拠出年金

の拠出限度額 拠出（マッチング） 制度の中途脱退 無回答

水準が低いこと ができないこと 条件、中途引出

に制限があること
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肯定的回答〈そう思う＋やや思う〉が８３％。従

業員が多い企業、早期導入企業での比率が高い。 
 
Ｑ４拠出額引き上げで貴社の制度割合を高めるか 

無回答
0.40%

その他
8.70%

そう思う
16.50%

全く思わない
12.40%

あまり思わない
32.20%

やや思う
29.80%

 

 
とんどの導入企業で何らかの問題点、検討項目

して挙げている。「中途脱退条件、中途引出に

限がある」が８割強で最も多くなっている。つ

で多い「拠出限度額水準が低いこと」では、５

０人以上の企業での比率が高くなっている。ま

、早期制度導入企業で「拠出限度額水準が低い

と」「従業員の本人拠出ができないこと」の比

が高くなる傾向。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
２制度充実のために望む改正事項   早期導入企業を中心に肯定的回答が４６％。退職

金全体に占める制度割合の拡大意向の高い企業で

は肯定的回答が７割弱で比率が高くなっている。 

 

Ｑ５本人拠出によって従業員の意識が高まるか 

 
無回答
0.40%

その他
0.４0%

そう思う
38.40%

全く思わない
2.90%

あまり思わない
20.70%

やや思う
37.20%

 

 

 

 

 

 
項目でＱ１の回答を上回る回答率となって制度

正への要望が高くなっている。従業員規模では、

拠出限度額水準が低いこと」で５００人以上、

従業員の本人拠出ができないこと」で３００人

上で比率が高くなっている。 

 

 

 

 

肯定的回答〈そう思う＋やや思う〉が７６％。 

― 

度への加入に関する最終決定はお客様ご自身の判断と責任でなされるようお願いします。本資料は、岡三証券が信頼でき

と判断した情報源からの情報に基づいて作成したものですが、その情報の正確性、完全性を保証するものではありません。

た、本資料に記された意見や予測等は、資料作成時点での岡三証券の判断であり、今後予告なしに変更されることがあり

す。 



 
 
 
 
 
 
 
※ＤＣとは Defined Contribution の略＝確定拠出年金のことです。       平成１７年 １２月 ２９日 

 
制度への加入に関する最終決定はお客様ご自身の判断と責任でなされるようお願いします。本資料は、岡三証券が信頼でき

ると判断した情報源からの情報に基づいて作成したものですが、その情報の正確性、完全性を保証するものではありません。

また、本資料に記された意見や予測等は、資料作成時点での岡三証券の判断であり、今後予告なしに変更されることがあり

ます。 

Ｑ８加入対象者の範囲拡大で制度は普及するか Ｑ６老後資金の補完として本人拠出は必要か 
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無回答
1.20%

その他
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そう思う
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全く思わない
7.00%

あまり思わない
31.00%

やや思う
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 肯定的回答〈そう思う＋やや思う〉が７７％。２

００２年の早期導入企業での肯定的回答が多くな

っている。 

 

 

  

  

 Ｑ７中途引き出し・中途脱退の条件緩和で加入率

は上昇するか  

  
無回答
0.80%

その他
0.４0%

そう思う
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あまり思わない
13.61%

やや思う
26.43%

  

  

  

  

 以 上  

 

 

 

 

 

 

肯定的回答〈そう思う＋やや思う〉が８１％。「そ

う思う」の積極的比率は、５００人未満の企業で

多くなる傾向。現在の４０１ｋ占有率が７５％以

上で、４０１Ｋ加入率では９０％未満で比率が高

い。 

退職金全体に占める制度割合が１００％の企業で

は、「そう思う」の強い肯定的回答が多くなって

いる。 

 

 

 

 


